
上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、
書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載してお
りません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、
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面を一律でお送りいたします。

第15回定時株主総会資料

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

新株予約権に関する事項
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
連結株主資本等変動計算書
連結注記表
株主資本等変動計算書
個別注記表

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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第10回新株予約権

発 行 決 議 日 2017年６月30日

新 株 予 約 権 の 数 23個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の
種 類 と 数

普通株式　11,500株
（新株予約権１個につき500株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり930円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり74,000円
（１株当たり 148円）

権 利 行 使 期 間
2017年７月７日から
2027年７月６日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数　　　  23個

目的となる株式数 11,500株

保有者数　　　　　　　１名

社 外 取 締 役

新株予約権の数　　　　－個

目的となる株式数　　　－株

保有者数　　　　　　　－名

監 査 役

新株予約権の数　　　　－個

目的となる株式数　　　－株

保有者数　　　　　　　－名

新株予約権に関する事項
(1) 当連結会計年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価と
して交付された新株予約権の状況

（注）新株予約権の行使条件
(1)新株予約権者は、新株予約権の割当日から行使期間の満了日までにおいて次に掲げ

る各事由が生じた場合には、残存するすべての新株予約権を行使することができな
い。
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①行使価額を下回る価格を対価とする当社普通株式の発行等が行われた場合（払込
金額が会社法第199条第３項・同第200条第２項に定める「特に有利な金額であ
る場合」、株主割当てによる場合その他普通株式の株式価値とは異なると認めら
れる価格で行われる場合を除く。）。

②新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも
上場されていない場合、行使価額を下回る価格を対価とする売買その他の取引が
行われたとき（但し、当該取引時点における株式価値よりも著しく低いと認めら
れる価格で取引が行われた場合を除く。）。

③新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に
上場された場合、当該金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値
が、行使価額を下回る価格となったとき。

④新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも
上場されていない場合、第三者評価機関等によりDCF法ならびに類似会社比較法
等の方法により評価された株式評価額が行使価額を下回ったとき（但し、株式評
価額が一定の幅をもって示された場合、当社の取締役会が第三者評価機関等と協
議の上本項への該当を判断するものとする。）。

(2)新株予約権者は、新株予約権を行使する時まで継続して、当社または当社関係会社
（以下「当社等」という。）の取締役、監査役または従業員であることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認
めた場合は、この限りではない。

(3)新株予約権の相続人による新株予約権の行使は認めない。
(4)新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株

式総数を超過することとなるときは、当該新株予約権の行使を行うことはできな
い。

(5)新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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第11回新株予約権

発 行 決 議 日 2019年３月14日

新 株 予 約 権 の 数 50個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の
種 類 と 数

普通株式　25,000株
（新株予約権１個につき500株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり570,000円
（１株当たり 1,140円）

権 利 行 使 期 間
2021年３月16日から
2029年３月14日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数　　　　50個

目的となる株式数 25,000株

保有者数　　　　　　　１名

社 外 取 締 役

新株予約権の数　　　　－個

目的となる株式数　　　－株

保有者数　　　　　　　－名

監 査 役

新株予約権の数　　　　－個

目的となる株式数　　　－株

保有者数　　　　　　　－名

（注）新株予約権の行使条件
(1)新株予約権者は、権利行使時において、当社または当社の子会社の取締役、監査役

または従業員、もしくは当社または子会社との間で委任、請負等の継続的な契約関
係にある者であることを要する。ただし、当社が特に行使を認めた場合はこの限り
でない。

(2)本新株予約権の行使は権利者が生存していることを条件とし、権利者が死亡した場
合、本新株予約権は相続されず、本新株予約権は行使できなくなるものとする。

(3)本新株予約権の行使は1新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行
使は認められないものとする。
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第13回新株予約権

発 行 決 議 日 2024年６月19日

新 株 予 約 権 の 数 4,500個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の
種 類 と 数

普通株式　450,000株
（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり100円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり47,000円
（１株当たり 470円）

権 利 行 使 期 間
2024年７月５日から
2029年７月４日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数　     4,500個

目的となる株式数 450,000株

保有者数  　　　　　　　３名

社 外 取 締 役

新株予約権の数　　　　  －個

目的となる株式数　　　  －株

保有者数　　　　　　　  －名

監 査 役

新株予約権の数　　　　  －個

目的となる株式数　　　  －株

保有者数　　　　　　　  －名

（注）新株予約権の行使条件
(1)割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に金融商品取引所におけ

る当社普通株式の普通取引終値が一度でも行使価額に50％を乗じた価格を下回った
場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の満期日までに行
使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限
りではない。
①当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
②当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示

していなかったことが判明した場合
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③当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前
提とされていた事情に大きな変更が生じた場合

④その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為を
なした場合

(2)新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
(3)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能

株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはでき
ない。

(4)各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(2) 当連結会計年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予
約権の状況

　　該当事項はありません。
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第13回新株予約権

発 行 決 議 日 2024年６月19日

新 株 予 約 権 の 数 4,500個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の
種 類 と 数

普通株式　450,000株
（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり100円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり47,000円
（１株当たり 470円）

権 利 行 使 期 間
2024年７月５日から
2029年７月４日まで

行 使 の 条 件 （注）

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
　　2024年６月19日開催の取締役会決議に基づき発行した新株予約権

（注）新株予約権の行使条件
(1)割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に金融商品取引所におけ

る当社普通株式の普通取引終値が一度でも行使価額に50％を乗じた価格を下回った
場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の満期日までに行
使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限
りではない。
①当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
②当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示

していなかったことが判明した場合
③当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前

提とされていた事情に大きな変更が生じた場合
④その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為を

なした場合
(2)新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
(3)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能

株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはでき
ない。

(4)各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
当社グループは、業務の適正を確保するための体制として、取締役会にて
「内部統制基本方針」を定める決議を行っており、現在当該基本方針に基づ
き内部統制システムの整備・運用を行っております。その概要は以下のとお
りです。

①当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制
当社グループの取締役、従業員が、法令および定款を遵守し、企業倫理
を尊重し行動するよう、顧客貢献、法令遵守、その他の社会的使命を果た
すための指針を経営理念に掲げ、かつ、その具体的な行動指針として、
「コンプライアンス規程」を定め、その運用管理を担当するリスク管理・
コンプライアンス委員会を設置しております。代表取締役会長を委員長
（コンプライアンス全体に関する総括責任者）として、コンプライアンス
体制の構築、維持及び整備を行ってまいります。
内部監査担当が、会社規則、業務規程、マニュアル等各種規程に基づ
き、内部監査を実施し、監査報告および監査結果に基づく提言・勧告を取
締役および監査役に対して速やかに行うことにより業務執行をチェックし
てまいります。
常勤監査役、内部監査担当又は外部弁護士事務所を通報先とする内部通

報制度を実施し、コンプライアンス上、疑義のある行為について取締役、
従業員が社内外の通報窓口を通じて会社に通報する体制を構築しておりま
す。

②当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体
制
当社グループの取締役の職務の執行に関する情報について、管理基準お
よび管理体制を整備し、法令および「文書管理規程」等の社内規程に基づ
き適切に作成、保存および管理を行ってまいります。
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③当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当会社グループに物理的、経済的もしくは信用上の損失または不利益を

生じさせるすべての可能性に関するリスク管理について、「リスク管理規
程」を制定し、リスク管理を行う体制を整備しております。当社グループ
は、会社の経営危機、リスクに対する対処方法及び管理の体制等について
定めた「リスク管理規程」を制定し、当該規程にそって適切な危機管理体
制を整備しております。
危機発生を未然に防ぐため、内部監査担当は、定期的に業務監査実施項

目及び実施方法を検証し、法令又は定款違反その他の事由に基づき、損失
の危険のある業務執行行為が発見された場合には、発見された危険の内容
及びそれがもたらす損失の程度等について直ちに代表取締役および監査役
に通報するとともに、各担当取締役と連携しながらリスクを最小限に抑え
る体制を構築しております。

④当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制
取締役会は経営戦略の創出および業務執行の監督および自己の職務を執
行いたします。取締役の業務分掌は取締役会にて定め、その責任と権限を
明確にしております。
取締役会を原則毎月１回開催し、経営上の重要な項目についての意思決

定を行うとともに、取締役の職務執行の状況を監督しております。

⑤監査役の監査に関する体制がその職務を補助すべき使用人を置くことを求
めた場合における当該使用人に関する事項
監査役より職務を補助するための使用人を置くことを求められた場合
は、取締役は監査役との協議のうえ、補助すべき使用人として、監査計画
に従い必要な人員を配置いたします。

⑥監査役を補助する使用人の独立性に関する事項
監査役の職務を補助する使用人は、取締役および執行役員の指揮命令を
受けないものとし、当該使用人の人事考課に関しては監査役が行い、人事
異動、懲戒その他の人事に関する事項の決定には監査役の同意を得ること
としております。
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⑦当社グループの取締役、従業員が監査役に報告するための体制およびその
他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は取締役会のほか、重要な会議に出席することができます。
内部監査担当は、実施した内部監査の結果について、遅滞なく監査役に

報告しております。
当社グループの取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

を発見したときは、直ちに監査役に当該事実を報告いたします。
当社グループの取締役、従業員から監査役への報告は、常勤監査役への

報告をもって行い、常勤監査役はその他の監査役に当該報告を行っており
ます。
監査役は、必要に応じて当社グループの取締役、従業員に業務に関する

報告および指摘事項に対する改善の状況に関する報告を求めております。
監査役への報告や相談を行った者に対して、不利な取扱いを行うことを
禁止しております。

⑧反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制
当社グループは反社会的勢力や団体とのあらゆる関係を遮断するため、

社会的な秩序を維持、尊重し、必要な場合には法的な処置を前提として、
毅然とした態度で臨んでおります。
反社会的勢力や団体を排除するため、法と倫理に基づき行動することを

「反社会的勢力対応規程」に定め、全役員及び社員に周知徹底を図るとと
もに、具体的事案の発生時には、警察等関連機関や顧問弁護士などと緊密
に連携し、速やかに対処できる体制を確保しております。

⑨当社グループから成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する
体制並びに当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制に関して、自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な
報告を求め、重要案件については事前協議を行っております。
当社子会社の損失の危機の管理に関する規定やその他の体制に関して、
当社のリスク管理・コンプライアンス委員会が、グループ全体を統括して
おります。
また当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制に関して、当社のリスク管理・コンプラ
イアンス委員会が、グループ全体を統括しております。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社グループは、内部統制システムに関して、以下の具体的な取組みを行
っております。

①取締役の職務執行
当社の取締役会は４名で構成されており、うち１名が社外取締役となっ
ております。
取締役会は原則として毎月１回開催しており、経営の基本方針や重要事

項の決定及び取締役の業務執行の監督を行っております。
また、取締役会の議案については事前に全取締役・監査役に連絡し、議
事の充実に努めております。
なお、取締役会には、全ての監査役が出席し、取締役の業務執行の状況

を監視できる体制となっております。

②監査役の職務執行
当社の監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役２名（社外監査役）の

３名で構成されております。
監査役会は原則として毎月１回開催しており、各監査役の監査実施状況

の報告や監査役間の協議等を実施しております。
また、取締役会及びその他の重要な会議への出席を通じて、当社グルー
プの経営状況を監視するとともに、会計監査人や内部監査担当との間で定
期的に情報交換を行うほか、適宜代表取締役よりヒアリングを行うこと
で、内部統制システムの整備及び運用状況を確認しております。

③コンプライアンス体制の強化・推進
当社グループは、企業価値の持続的向上のためには、全社的なコンプラ
イアンス体制の強化・推進が必要不可欠であると認識し、「コンプライア
ンス規程」を制定し、その周知徹底と遵守を図っております。
代表取締役社長を委員長とするリスク管理・コンプライアンス委員会を

設置し、研修等必要な諸活動を推進・管理しております。また、法令違反
その他のコンプライアンスに関する社内相談・報告体制として、内部通報
制度を設けております。
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(2024年４月 1 日から
2025年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 97,135 1,063,687 △146,572 1,014,250

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
新 株 の 発 行
( 新 株 予 約 権 の 行 使 ) 74 74 149

減 資 △47,135 47,135 －

欠 損 填 補 △128,430 128,430 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △336,333 △336,333

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △47,060 △81,220 △207,902 △336,183

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 50,074 982,467 △354,475 678,066

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 非支配株主
持分 純 資 産 合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 － － 306 － 1,014,557

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
新 株 の 発 行
( 新 株 予 約 権 の 行 使 ) △1 148

減 資 －

欠 損 填 補 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △336,333

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △4 △4 450 26,000 26,445

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △4 △4 448 26,000 △309,739

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △4 △4 755 26,000 704,817

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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工具、器具及び備品 ２年～４年

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社
・主要な連結子会社の名称 ONGAESHI Corporation、ONGAESHI匿名組合

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
① 連結の範囲の変更

　当連結会計期間において、ONGAESHI匿名組合に出資したことにより、同組合を
連結の範囲に含めております。
　なお、みなし取得日は2024年９月30日としております。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　ONGAESHI Corporation及びONGAESHI匿名組合の決算日は12月31日であり、
連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書
類を使用しております。

(5) 会計方針に関する事項
① 資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
・その他有価証券
　市場価格のない株式等・・・移動平均法による原価法
　市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

ロ．棚卸資産
　仕掛品・・・個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

② 固定資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ. 無形固定資産
定額法を採用しております。
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なお、主な償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア（自社利用分）　　３年～５年（社内における利用可能期間）

③ 繰延資産の処理方法
株式交付費
　支出時に全額費用処理しております。

④ 引当金の計上基準
貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は
以下のとおりであります。

イ. 企業の重要な事業における主な履行義務の内容
HR事業は、AI搭載エンジンにより社員や採用候補者の気質・コンピテンシ

ー・スキルを科学的に測定して能力を可視化する「GROW360」を利用した
サービスを提供しております。また、産学協働の「人的資本理論の実証化研究
会」を主催・運営支援しております。

教育事業は、生徒の能力と教育効果を可視化する評価システム「Ai 
GROW」、生徒の非認知能力（コンピテンシー）育成のための動画コンテン
ツおよびシミュレーション型起業家トレーニング教材を備えた「GROW 
Academy」、オンライン英語学習プラットフォーム「e-Spire」、探究力測定
パッケージ「数理探究アセスメント」、株式会社JTBと開発した教育効果シス
テム「J’s GROW」を提供しております。

プラットフォーム/Web3事業は、ブロックチェーンを用いた個人情報管
理・活用・転職支援プロジェクト「ONGAESHIプロジェクト」、Web3領域
におけるコンサルティングを展開しております。

ロ. 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
サービスの提供内容に応じて、契約が異なり、履行義務の要件が異なること

から、契約内容に応じて収益を認識しております。
顧客との契約が、一定期間にわたり履行義務が充足される場合には、締結し

た契約期間にわたって収益を認識しております。
顧客との契約が、顧客による検収を受けた時点で履行義務が充足される場合

には、同時点で収益を認識しております。
なお、契約内容によっては上記とは異なる収益の認識を行う案件もあり、そ
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の場合は個々の案件ごとに実態に応じて収益認識を判断しております。
HR事業におきましては、主に大企業向けに、「GROW360」でのコンピテ

ンシー・スキルの測定及びその結果に基づいた組織分析をパッケージで提供し
ており、一時点で充足される履行義務が多い傾向にあります。教育事業におき
ましては、主に学校向けに、通年で利用可能なサービスを提供しており、一定
の期間にわたり充足される履行義務が多い傾向にあります。

⑥ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。

２. 表示方法の変更に関する注記
　連結貸借対照表

前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めて表示していた「暗号
資産」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

なお、前連結会計年度の「暗号資産」は、155千円であります。
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当連結会計年度（千円）
有形固定資産 348
無形固定資産 37,748

普通株式 4,509,300株

普通株式 688,000株

3. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損損失
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
減損損失の判断においては、主として２期連続して営業損益がマイナスとなっ

ている資産又は資産グループについて減損の兆候があると判断しております。資
産のグルーピングにあたっては、各セグメントのキャッシュ・フローを生成する
資産グループを最小単位としております。

減損の兆候があると認められた資産又は資産グループについては、資産グルー
プから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合
に、減損損失を認識すべきとの判断をしております。

減損損失を認識すべきと判断された資産又は資産グループについては、資産の
帳簿価額と回収可能価額を比較することにより実施し、回収可能価額が帳簿価額
を下回る場合には減損損失を計上しております。

回収可能価額の算定にあたっては、資産の使用から生み出される将来キャッシ
ュ・フローの割引現在価値と最終的な処分から生み出される将来キャッシュ・フ
ローの割引現在価値を見積っております。

割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積りは、事業計画を基礎としてお
り、その主要な仮定は、将来における売上高及び営業費用の見通しであります。

当該見積り及び仮定について、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を
受ける可能性があり、前提とした状況が変化した場合、固定資産の減損損失を計
上する可能性があります。

4. 連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額　　　652千円
上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない
ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
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6. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　資金運用については安全性の高い預金等の金融資産で運用しております。
　営業債権である受取手形及び売掛金に関する顧客の信用リスクは、取引先の財務
状況や取引実績を評価し、それに基づいて取引限度額の設定・見直しを行うことに
より、リスクの低減を図っております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、流動性の乏しい非上場株式及びONGAESHI匿名組合を通じた
SAFE投資であります。当社グループの業務上関係を有する企業に対する投資であ
り、発行体の事業リスクや財務リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、本社オフィスを賃借する際に支出したものであり、預入先の
信用リスクに晒されております。
　営業債務である未払金、未払費用及び預り金は、１年以内の支払期日でありま
す。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）

　営業債権については、販売管理規程に従い、管理部及び各営業担当者が主要な
取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手先ごとに期日及び残高を管理
するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を行うことによ
り、信用リスクの軽減を図っております。

　市場リスク
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、保有状
況を継続的に見直しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要
因を織り込んでいるため、異なる前提状況等を採用することにより、当該価額が
変動することがあります。

⑤ 信用リスクの集中
　当連結会計年度末における営業債権のうち70％が特定の大口顧客に対するもの
であります。
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連結貸借対照表計上額
（千円)

時 価
(千円)

差 額
(千円)

(1) 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 315,008 308,168 △6,840

(2) 敷金及び保証金(※)2 7,644 7,373 △270

(3) 投 資 有 価 証 券 ( ※ ) 3 81,534 81,534 －

連結貸借対照表計上額
（千円)

非 上 場 株 式 780

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 321,597 － － －
受取手形及び売掛金 165,008 (※)150,000 － －
合計 486,606 150,000 － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（※）１. 「現金及び預金」「未払金」「未払費用」「預り金」「未払法人税等」につい
ては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか
ら、記載を省略しております。

２. 連結貸借対照表における「敷金及び保証金」の金額と金融商品の時価における
「連結貸借対照表計上額」との差額は、当連結会計年度末における敷金の回収
が最終的に見込めないと認められる金額（賃借建物の原状回復費用見込額）の
未償却残高であります。

３. 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金
融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（注）金銭債権の決算日後の償還予定額

(※)１年超５年以内に償還予定の受取手形及び売掛金150,000千円は、当社も出資す
るシンガポール法人「BOUNDLESSEDU PTE.LTD.」への債権であり、当社取締
役会にてその回収リスクを合理的に見積もった結果、当該期間で回収できるもの
と判断し、債権を計上しております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　その他 ― ― 81,534 81,534

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
受取手形及び売掛金 ― 308,168 ― 308,168
敷金及び保証金 ― 7,373 ― 7,373

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお
いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す
る相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１以外の
インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した
時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時
価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ
らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最
も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品
（単位：千円）

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　その他はSAFE投資であり、金融商品の価値に影響を与える事象を考慮し
て、直近の時価を見積もっており、レベル３の時価に分類しております。
受取手形及び売掛金
　一定の期間ごとに区分した債権ごとに、その将来キャッシュ・フローと、
満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に現在価値によって算定
しており、レベル２の時価に分類しております。
敷金及び保証金
　将来キャッシュ・フローを残存期間に対する国債の利回りで割り引いた現
在価値によって算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：千円）

報告セグメント

合計
ＨＲ事業 教育事業

プラットフ
ォー

ム/Web3事
業

計

一時点で移転される財又
はサービス

192,249 75,579 25,995 293,823 293,823

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

46,000 233,118 29,983 309,102 309,102

顧客との契約から生じる
収益

238,249 308,698 55,978 602,926 602,926

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 238,249 308,698 55,978 602,926 602,926

7. 収益認識に関する注記
(1) 顧客ごとの契約から生じる収益の分解情報

(2) 顧客ごとの契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類の作成のための基本と

なる重要な事項に関する注記等　(5)会計方針に関する事項　⑤収益及び費用の計上
基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権は、連結貸借対照表上「受取手形及び売掛金」に含ま
れております。

契約負債は、主にサービスの提供前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対
照表上「前受金」に含まれております。

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれてい
る金額に重要性はありません。なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足し
た履行義務から認識した収益はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を

適用し、記載を省略しております。
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(1) １株当たりの純資産額 150円37銭
(2) １株当たりの当期純損失 74円59銭

8. １株当たり情報に関する注記
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(2024年４月 1 日から
2025年３月31日まで)

株 主 資 本 評価・換
算差額等

新株予約権 純資産
合計資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 97,135 901,812 161,875 1,063,687 △128,430 △128,430 1,032,392 － 306 1,032,699

当 期 変 動 額 －

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 74 74 74 149 △1 148

減 資 △47,135 △81,295 128,430 47,135 － －

欠 損 填 補 △128,430 △128,430 128,430 128,430 － －

当 期 純 損 失 △333,615 △333,615 △333,615 △333,615

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △4 450 445

当期変動額合計 △47,060 △81,220 － △81,220 △205,184 △205,184 △333,465 △4 448 △333,022

当 期 末 残 高 50,074 820,592 161,875 982,467 △333,615 △333,615 698,926 △4 755 699,677

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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工具、器具及び備品 ２年～４年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

関係会社株式・・・移動平均法による原価法
その他有価証券（市場価格のない株式等）・・・移動平均法による原価法
匿名組合出資の会計処理・・・匿名組合出資については、匿名組合の財産持分額

を「関係会社出資金」に計上しております。

② 棚卸資産
　仕掛品・・・個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア（自社利用分）　　３年～５年（社内における利用可能期間）

(3) 繰延資産の処理方法
株式交付費
　支出時に全額費用処理しております。

(4) 引当金の計上基準
貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。
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(5) 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下
のとおりであります。
① 企業の重要な事業における主な履行義務の内容

HR事業は、AI搭載エンジンにより社員や採用候補者の気質・コンピテンシ
ー・スキルを科学的に測定して能力を可視化する「GROW360」を利用したサ
ービスを提供しております。また、産学協働の「人的資本理論の実証化研究会」
を主催・運営支援しております。

教 育 事 業 は 、 生 徒 の 能 力 と 教 育 効 果 を 可 視 化 す る 評 価 シ ス テ ム 「Ai 
GROW」、生徒の非認知能力（コンピテンシー）育成のための動画コンテンツ
お よ び シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 型 起 業 家 ト レ ー ニ ン グ 教 材 を 備 え た 「GROW 
Academy」、オンライン英語学習プラットフォーム「e-Spire」、探究力測定パ
ッケージ「数理探究アセスメント」、株式会社JTBと開発した教育効果システム
「J’s GROW」を提供しております。

プラットフォーム/Web3事業は、ブロックチェーンを用いた個人情報管理・
活用・転職支援プロジェクト「ONGAESHIプロジェクト」、Web3領域におけ
るコンサルティングを展開しております。

② 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
サービスの提供内容に応じて、契約が異なり、履行義務の要件が異なることか

ら、契約内容に応じて収益を認識しております。
顧客との契約が、一定期間にわたり履行義務が充足される場合には、締結した

契約期間にわたって収益を認識しております。
顧客との契約が、顧客による検収を受けた時点で履行義務が充足される場合に

は、同時点で収益を認識しております。
なお、契約内容によっては上記とは異なる収益の認識を行う案件もあり、その

場合は個々の案件ごとに実態に応じて収益認識を判断しております。
HR事業におきましては、主に大企業向けに、「GROW360」でのコンピテン

シー・スキルの測定及びその結果に基づいた組織分析をパッケージで提供してお
り、一時点で充足される履行義務が多い傾向にあります。教育事業におきまして
は、主に学校向けに、通年で利用可能なサービスを提供しており、一定の期間に
わたり充足される履行義務が多い傾向にあります。

(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
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当事業年度（千円）
有形固定資産 348
無形固定資産 37,748

短期金銭債権 20,759千円
短期金銭債務 50,000千円

営業取引による取引高
　売上高 14,800千円
　仕入高 6,375千円

2. 表示方法の変更に関する注記
　　貸借対照表

連結注記表「２．表示方法の変更に関する注記」に同様の情報を開示しているた
め、記載を省略しております。

3. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損損失
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」に同様の情報を開示してい

るため、記載を省略しております。

４. 貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額　　652千円

　上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務

５. 損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
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繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 377,738千円
減価償却超過額 36,030千円
その他 179千円

繰延税金資産小計 413,947千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △377,738千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 36,209千円

評価性引当額小計 △413,947千円
繰延税金資産合計 　－千円

種類 会社等の名称 資本金
（千円）

議決権等の
所有割合(％)

関連当事者
との関係

取引
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社 ONGAESHI 
Corporation 50,000 所有

100% 経営管理

業務の受託
（注）2. 360 売掛金 4,752

経費の立替 16,007 立替金 16,007

子会社 ONGAESHI
匿名組合 81,000

所有
直接68％ 匿名組合

出資
匿名組合出
資（注）3. 55,000 関係会社

出資金 55,000

関連
会社

BOUNDLESSED
U PTE.LTD. 5,574 所有

直接14%
役員の
派遣

業務の受託
（注）2.4 14,440

売掛金
（注）

4.
－

業務の委託
（注）2,4. 6,375

未払金
（注）

4.
－

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

７. 関連当事者との取引に関する注記
関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1. 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。
2. 業務の受託及び委託は、業務内容を勘案して、両者協議の上で決定しておりま

す。
3．匿名組合出資契約に基づき出資しております。
4. BOUNDLESSEDU PTE.LTD.は2024年８月に当社からの役員の派遣を終了し関

連会社から外れたため、取引金額については2024年４月から８月までの金額を
記載しており、また、期末残高は記載しておりません。
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(1) １株当たり純資産額 155円00銭
(2) １株当たり当期純損失 73円98銭

８. 収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

連結注記表「７．収益認識に関する注記」に同様の情報を開示しているため、記載を
省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記
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